



 （ 1 ）想定する資産価格の変動パターンとその損益
 （ 2 ）原則的取扱いの概要
 （ 3 ）現行二重利得法とその適用範囲
 （ 4 ）解釈による対応の限界
 （ 5 ）法定化の必要性
 2 　二重利得法の再構築のために
 （ 1 ）米国税制における対応方法の概要
 （ 2 ）アメリカ法律協会による内国歳入法1237条修正案
 （ 3 ）現行二重利得法の拡張（拡張二重利得法）












































































 （ 4 ）租税特別措置法31条《長期譲渡所得の課税の特例》 1 項、同32条《短期譲
渡所得の課税の特例》 1 項など参照。
 （ 5 ）なお、二重利得法を譲渡所得分と事業所得等部分のそれぞれについて損失
となった場合へ拡張することに関する先行研究としては、中野浩幸「二重利





































































































 （ 8 ）万一、本件通達の取扱いが納税者にとって、むしろ不利なような例外的状
況であれば、当然、納税者は、原則的な取扱いである所得税基本通達33－4 
（前掲注 3 参照）に基づいて申告するであろう。






















































 （12）その代表的な判例については、前掲注 1 、同書129頁以下に詳しく解説さ
れている。
 （13）前掲注 1 、同書237頁参照。
 （14）内国歳入法1237条の制定目的や規定内容などの詳細ついては、前掲注 1 、
同書235-236頁参照。なお、読者の参考に供するため、現行の同条の仮訳を 
【資料】として別添する。
 （15）Joseph M. Dodge 他『Federal Income Tax: Doctrine, Structure, and 






















 （16）当該修正案の具体的な内容等については、前掲注 1 、同書239-241頁参照。






















































































































































　 （ 1 ）利得
同一の団地内の 5 区画を超えて売却ないし交換がされた場合には、
（第 6 番目の区画が売却ないし交換された課税年度以降に行われた


























な建設地として一般的な価格で（at the prevailing local price）
売却することができなかったことについて、財務長官が満足でき
るような形で証明される場合、かつ、
（Ｃ）財務長官によって定められる規則に従って、当該改良に係る支
出について、当該区画又は当該納税者が所有するその他の資産に
ついて、取得原価を調整しないことを当該納税者が選択した場
合。［ただし、］当該選択は、そもそも控除できない項目を控除可
能とするようなものであってはならない。
（ｃ）団地の定義
本条の目的においては、「団地」とは、不動産の一区画を意味するが、
ただし、不動産の二つ以上の区画について、いずれかの時点で、それ
らが隣接して当該納税者に保有されるか、道路、街路、線路、水路又
はそれらと同様な資産を除けば隣接している場合にも団地とみなされ
る。仮に、いずれかの区画が団地から売却ないし交換されたのち、そ
の他の区画が当該団地の残りから 5 年間、更に売却ないし交換されな
かった場合には、当該残りの部分については、［以前の団地の残りで
はなく、別個の］団地とみなされる。
